
－1－

 添 付 資 料

企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況

当社グループは、当社と子会社１１８社及び関連会社１３社で構成され、各事業に係る位置づけは次
のとおりです。

（ハム・ソーセージ・加工食品及び食肉の生産・販売事業）
ハム・ソーセージ・加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本
ハム食品㈱及び日本ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハ
ム東部直販㈱などを通じて販売しております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東日本
ハム㈱、トーチクハム㈱及び関連会社の南日本ハム㈱などによって製造・販売を行っております。
食肉は、子会社の日本スワイン農場㈱、日本ホワイトファーム㈱、Texas Farm，Inc.などが豚・牛及
びブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱、日本フードパッカー鹿児島㈱などが
処理・加工を行った食肉製品と外部仕入食肉商品を、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本
フード㈱、日本フード関西㈱などを通じて販売しております。

（その他事業）
水産物及び乳酸菌飲料などを子会社のマリンフーズ㈱、日本ルナ㈱などで製造・販売しております。
サービス・その他として、子会社の日本ファインフード㈱などによってレストラン事業などを行って
おります。

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。（＊は関連会社）

生産飼育会社
日本ﾎﾜｲﾄﾌｧｰﾑ㈱
日本ｽﾜｲﾝ農場㈱
Texas Farm ,Inc.
Oakey Holdings Pty. Ltd.
  他１社

ハム・ソ－セ－ジ､加工食品､食肉の販売
日本フード㈱
日本フード中部㈱
日本フード関西㈱
日本ﾊﾑ東部直販㈱
日本ﾊﾑ東京販売㈱ 他２０社

食肉の処理・加工
日本ﾌｰﾄﾞﾊﾟｯｶｰ㈱
日本ﾌｰﾄﾞﾊﾟｯｶｰ鹿児島㈱
  他７社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造
静岡日本ハム㈱
長崎日本ハム㈱
日本ハム食品㈱
日本ハム惣菜㈱ 他６社

食肉の販売
NMP Australia Pty. Ltd.
Day-Lee Foods，Inc. 他８社

食肉の輸入・販売
ジャパンフード㈱

物流などのサービス
日本物流センター㈱ 他３０社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造・販売
東日本ハム㈱
トーチクハム㈱ 他８社
南日本ハム㈱ 他１０社＊
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サービス・その他の会社
日本ﾌｧｲﾝﾌｰﾄﾞ㈱ 他９社
大阪ｻｯｶｰｸﾗﾌﾞ㈱ 他１社＊
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水産物及び乳酸菌飲料などの製造･販売会社
マリンフーズ㈱
日本ルナ㈱ 他５社
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経経経経        営営営営        方方方方        針針針針
１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針

当社は安全で高品質な食品の提供を通してお客様に食の楽しさと健康な食生活をお届けするという企

業メッセージ「幸せな食創り」を提唱しています。

この実現のため、企業理念・経営理念・行動指針からなる Nipponham Identity（ＮＩ）を策定して

おります。

これらは、消費者の皆様には豊かさを、株主の方々には繁栄を、そして社員一人一人には働く喜びを

ともに分かち合っていくことを理想とし、食を取り巻く環境に果敢にチャレンジし続けていくことが経

営の使命であるとしています。

加えて、地球環境への配慮が企業市民としての重要な責務であると考え、事業活動の中で環境問題に

取り組むことを経営として推進してまいります。

２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と、安定

配当を基本として業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業容

の拡大及び収益の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。

３．会社の経営管理組織の整備などに関する施策３．会社の経営管理組織の整備などに関する施策３．会社の経営管理組織の整備などに関する施策３．会社の経営管理組織の整備などに関する施策

当社は、経営上の重要な事項は経営会議等で十分に検討の後、取締役会にて審議しております。また、

代表取締役と監査役との間で定例会議を開催して経営に関する意見・情報交換を図っております。

４．会社の経営戦略と対処すべき課題など４．会社の経営戦略と対処すべき課題など４．会社の経営戦略と対処すべき課題など４．会社の経営戦略と対処すべき課題など

当社を取り巻く経営環境は、長引く不況の下、雇用や老後の不安が払拭されない中で個人消費の停滞

と価格下落が続くデフレ状況にあります。さらに、国際化と情報化社会の進展や少子高齢化による市場

の成熟化といった中で、当社といたしましては、安定した収益を確保するためには、コスト競争力優位

の確立が不可欠であると考えております。

このような現状認識のもと、当社は「変革と連結収益力の向上」をスロ－ガンに掲げ、事業構造レベ

ルの改革とグループ全体の最適化にスピードをもって取り組む一方、グローバル戦略を構築してまいり

ます。既存事業の一層のシェアアップはもとより、新しいカテゴリー商品の開発やチャネルの開拓、事

業領域の拡大にも注力してまいります。そのための人事制度やＩＴを含めた営業力開発体制の整備にも

着手しております。さらに、これを支える財務体質の強化とキャッシュ・フローの増大に努め、経営基

盤の強化を図ってまいります。

また、昨年から今年にかけて食中毒事件、遺伝子組替に関する問題、そしてＢＳＥ（牛海綿状脳症）

に関する一連の騒動などが相次ぎ、消費者の食に対する不安感は高まっています。食品企業として「安

全・安心」は責務であり、原料を含めた品質管理体制を充実させ、消費者の食に対する安全を保障する

ことは当社の使命と考えております。当社は生産飼育から販売に至る「バーチカル・インテグレーショ

ン・システム」を構築しており、このメリットを最大限に活かし「安全・安心」で「おいしい」食品を

消費者に提供し、当社の企業メッセージである「幸せな食創り」を果していく所存です。

さらには地球環境への配慮が企業としての重要な責務と考え、一昨年の「小野工場」に続き「茨城工

場」をはじめ４工場がＩＳＯ１４００１の認証を受けるなど、事業活動の中で環境に取り組むことを経

営の基本として推進してまいります。
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経経経経        営営営営        成成成成        績績績績
１．当中間期の概況１．当中間期の概況１．当中間期の概況１．当中間期の概況

業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況

当社を取り巻く市場環境は、長引く景気停滞の中、消費の減退とデフレの進行による価格下落に

加え、６月に発生した中国の鶏インフルエンザによる輸入停止措置や、８月からは豚肉に対するセ

ーフガードが発動されたことによる原料高の影響もあり、厳しい状況となりました。

このような環境の中、当社は、消費者のニーズに応えた、新しい「食シーン」を創造する商品開

発と既存販路へのきめ細かな販売提案や、領域拡大に対応した経路政策を進めるとともに、あらゆ

る商品カテゴリーでのＮＯ．１を目指し、開発、製造、マーケティング、販売、サービスの各分野

でたゆまぬ努力をしてまいりました。

また、品質や安全面におきまして当社は、消費者からの信頼に応えるため、グループ一体となっ

て取り組んでまいりました。

さらに、製造コストの一層の削減や、配送センターの整備や営業拠点の統廃合による物流体制の

充実などに努め、コスト競争力を強化してまいりました。

一方、食肉につきましては、ブランド化戦略を推し進めて他社との競争優位性の確立に努めてま

いりました。

  このような企業活動の結果、当中間期の売上高は、消費の低迷の影響を受けましたが、加工食品

や食肉が順調に伸長したこともあり、前年同期比９.３％増の４８８,８００百万円となりました。

  利益につきましては、ハム・ソーセージにおける販売価格の低下と原料高や大手量販店破綻の影

響を受け、また、前年中間期において退職給付目的信託への拠出益を計上したこともあり、中間税

引前利益は前年同期比４４.９％減の１６,０３７百万円、中間当期純利益は前年同期比４１.２％

減の９,６６２百万円となりました。

  次に製品区分別の状況は、

ハム・ソーセージ

  「シャウエッセン」のメニュー提案による積極的な販売促進や、「森の薫り」のアイテム強化に
より主力ブランド商品は順調に推移しました。また、中元ギフト商品やコンシューマ商品なども既
存販路への深耕や新販路への拡充を図り、数量では昨年を上回りましたが、市場での価格競争が一
段と厳しくなった影響を受け、売上高は前年同期比２.３％減の７０,５９８百万円となりました。

加工食品

  主力ブランドの「中華名菜」や「天津閣」シリーズは「美味健康」コンセプトの浸透と、さらな
る商品アイテムの強化により引き続き順調に推移しました。また、「美味健康ハンバーグ・ミート
ボール」、「石窯工房」や「アジア食彩館」のヒットに加え、幅広いカテゴリー商品の開発と販路政
策を推進したことにより、売上高は前年同期比１１.９％増の１０２,４１８百万円と増加しました。

食肉ほか

  食肉につきましては、中国の鶏インフルエンザ、豚肉のセーフガードの発動、国内でのＢＳＥの
発生など波瀾の多い市場環境となりましたが、他社に先駆けて展開してきた国内外の生産拠点の活
用とグローバルなネットワークによる仕入れの充実に加え、全国を網羅する販売力の強みを活かし
てシェアアップに努めてまいりました。その結果、国内・海外とも総じて順調に推移し、売上高は
前年同期比１１.４％増の３１５,７８４百万円となりました。
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連結売上高内訳

区    分
１３年９月中間期
（13.4.1～13.9.30）

１２年９月中間期
（12.4.1～12.9.30）

増減率
１３年３月期

（12.4.1～13.3.31）
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

ハム・ソーセージ 70,598 14.4 72,250 16.2 △ 2.3 146,171 16.1
加 工 食 品        102,418 21.0 91,537 20.5 11.9 187,550 20.6
食 肉 ほ か        315,784 64.6 283,516 63.3 11.4 576,913 63.3

計 488,800 100.0 447,303 100.0 9.3 910,634 100.0
（注）総販売実績の１０％を超える主要な相手先はありません。

キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況
（単位：百万円）

区        分 １３年９月
中 間 期     

１２年９月
中 間 期     

増減 １３年３月期

営業活動からのキャッシュフロー 17,687 13,368 4,319 36,888
投資活動からのキャッシュフロー △ 17,606 △ 11,854 △  5,752 △ 25,922
財務活動からのキャッシュフロー △  6,388 △  2,688 △  3,700 △ 16,440
純 キ ャ ッ シ ュ 増           （△減） △  6,307 △  1,174 △  5,133 △  5,474
期 末 現 金 及 び 預 金 残 高 60,529 71,136 △ 10,607 66,836

営業活動からのキャッシュフローは、中間当期純利益９,６６２百万円及び減価償却費１１,５６

４百万円があり、一方、売上債権及び棚卸資産の増加などがありましたが、前中間期に比べ４,３

１９百万円増加しました。

投資活動からのキャッシュフローは、主として設備投資の増加により、前中間期に比べ５,７５

２百万円減少しました。

財務活動からのキャッシュフローは、前中間期に長期債務の増加があったことなどにより、前中

間期に比べ３,７００百万円減少しました。

これらの結果、当中間期の純キャッシュは前中間期に比べ５,１３３百万円減少しました。また、

当中間期での純キャッシュは６,３０７百万円減少し、当中間期末の現金及び預金の残高は６０,５

２９百万円となりました。

事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販売を

行っており、その他に区分される事業の重要性がないため事業の種類別セグメント情報は作成して

おりません。

所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況

① 日    本

日本での売上高は、消費低迷の影響もありましたが、加工食品や食肉が順調に増加したことによ

り前年同期比７.９％増の４４４,５３１百万円となりました。営業利益は、ハム・ソーセージにお

ける販売価格の低下と原料高などにより前年同期比３.０％減の１８,９９４百万円となりました。

② その他の地域

海外では、食肉は総じて順調だったことにより売上高は前年同期比２１.３％増の７９,０２８百

万円、営業利益は前年同期比１.２％減の２,８６６百万円となりました。
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２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し２．通期の見通し

業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し

下半期におきましても、景気の見通しに明るい兆しはなく、個人の消費意欲も脆弱なことが予想

され、また、米国で発生したテロ事件による経済への悪影響の長期化が懸念されます。

さらに原料価格の高止まり、海外からの低価格品との競争やＢＳＥ問題の動向の不透明さもあっ

て、かつてない厳しい経営環境と認識しております。

このような状況の中、当社は常に消費者に視点をおいた事業活動を行い「安全・安心」の提供に

日々努めてまいります。また、厳しい環境こそチャンスと前向きに受け止め、一層のコスト削減を

推し進めながら、価格競争に巻き込まれない新しいカテゴリーの商品などの開発、さらなる事業領

域の拡大を進めてまいります。

通期業績は、売上高９,３００億円（前期比２.１％増）を予想しております。

  製品区分別には、ハム・ソーセージでは、「シャウエッセン」などのブランド商品を中心に既存

販路へのきめ細かい販売提案によるシェアアップはもとより、新しいカテゴリー商品の開発や販路

の開拓を積極的に推進してまいります。また、歳暮ギフトや年末・クリスマス商品の拡販にも注力

してまいります。これらにより、売上高は１,４２３億円（前期比２.６％減）を見込んでおります。

加工食品では、人気ブランドである「中華名菜」「天津閣」「アジア食彩館」などのシリーズでは

アイテムの充実を図り、また、消費者の「食シーン」の多様化に対応した商品開発に注力し、様々

な商品カテゴリーでＮＯ.１を目指します。これらにより売上高は２,０５５億円（前期比９.６％

増）を見込んでおります。

食肉ほかでは、ＢＳＥの影響が見込まれますが、グループの総合力を結集して、国内外に生産拠

点をもつインテグレーションの強みを活かし、売上げの増強を図ってまいります。また、ブランド

化戦略による他社との差別化を継続することで一層のシェアアップを図ってまいります。これらに

より、売上高は５,８２２億円（前期比０.９％増）を見込んでおります。

利益につきましては、ＢＳＥの影響や大手量販店の破綻、前期において退職給付目的信託への拠

出益を計上したこともあり、税引前利益は３００億円（前期比３１.３％減）、当期純利益は１８０

億円（前期比２９.７％減）を見込んでおります。

利益配分に関する見通し利益配分に関する見通し利益配分に関する見通し利益配分に関する見通し

当期の配当金につきましては、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配

当１６円を予定しております。



－6－

中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表
（単位：百万円）

科        目 １３年９月中間期
(H13．9．30 現在)

１２年９月中間期
(H12．9．30 現在)

増　　減 １３年３月期
(H13．3．31 現在)

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産              

現 金 及 び 預 金               ６０,５２９ ７１,１３６ △１０,６０７ ６６,８３６

定 期 預 金               １４,８０４ ８,８８５ ５,９１９ １９,５１５

有 価 証 券               ６,１１１ ２０,５２５ △１４,４１４ ８,１８８

受 取 手 形 及 び 売 掛 金               １１６,７９４ １０７,７２９ ９,０６５ １０８,０７９

貸 倒 引 当 金               △ １,８４３ △ １,８８７ ４４ △ ２,０５３

棚 卸 資 産               ８８,３０２ ８０,４９５ ７,８０７ ８４,２８４

繰 延 税 金               ５,６７２ ４,３９７ １,２７５ ４,７８４

そ の 他 の 流 動 資 産               １２,４４４ １２,８８３ △  ４３９ １１,５５２

流 動 資 産 合 計          ３０２,８１３ ３０４,１６３ △ １,３５０ ３０１,１８５

投 資 及 び 長 期 債 権              

関連会社に対する投資及び貸付金 ３,６８３ ３,６４２ ４１ ３,６３６

そ の 他 の 投 資 有 価 証 券               ２２,３５３ ２３,３８７ △ １,０３４ ２２,２４５

そ の 他 の 投 資               １６,４１５ １５,２８２ １,１３３ １６,０９９

投資及び長期債権合計 ４２,４５１ ４２,３１１ １４０ ４１,９８０

有形固定資産（減価償却累計額控除後） ２５４,３０４ ２４１,０４３ １３,２６１ ２４３,３３３

長 期 繰 延 税 金              ８,３７２ ６,７６６ １,６０６ ８,０６６

そ の 他 の 資 産              ６,９０９ ７,２０３ △  ２９４ ７,２５７

資 産 合 計          ６１４,８４９ ６０１,４８６ １３,３６３ ６０１,８２１

（負債及び資本の部）          

 流 動 負 債          

短 期 借 入 金               １０２,４９２ １１９,２０８ △１６,７１６ １０６,４３５

一年内に期限の到来する長期債務 １０,２３０ ８,４９１ １,７３９ １０,６３９

支 払 手 形 及 び 買 掛 金               ９８,２６７ ８７,６３８ １０,６２９ ８９,３２２

未 払 法 人 税 等               ９,７８８ １２,２１１ △　２,４２３ ７,２８７

繰 延 税 金               ３３５ １６７ １６８ １０

未 払 費 用               １３,４３４ １２,７３３ ７０１ １３,０５４

そ の 他 の 流 動 負 債               ９,２８４ ９,０５６ ２２８ １０,２８８

流 動 負 債 合 計          ２４３,８３０ ２４９,５０４ △　５,６７４ ２３７,０３５

退 職 金 及 び 年 金 債 務              ２４,２８１ １８,５１４ ５,７６７ ２４,６１８

長期債務（一年内に期限到来分を除く） ９１,８１９ ９２,５４５ △　　 ７２６ ９０,８２０

長 期 繰 延 税 金              ５６５ ３２４ ２４１ １,０６８

少 数 株 主 持 分              ２,３９６ ２,２２９ １６７ ２,３１５

資 本          

資 本 金               ２４,１６６ ２４,１６６ － ２４,１６６

資 本 準 備 金               ５０,４３８ ５０,４３８ － ５０,４３８

利 益 剰 余 金               

利 益 準 備 金              ６,５２２ ６,４７６ ４６ ６,４７６

そ の 他 の 利 益 剰 余 金              １８２,４６４ １６７,３２３ １５,１４１ １７６,５０３

その他の包括利益（△損失）累計額 △ １１,６３２ △ １０,０３３ △　１,５９９ △ １１,６１８

資 本 合 計          ２５１,９５８ ２３８,３７０ １３,５８８ ２４５,９６５

負債及び資本合計          ６１４,８４９ ６０１,４８６ １３,３６３ ６０１,８２１



－7－

中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

科        目
１３年９月中間期
自 H13．4． 1

至 H13．9．30

１２年９月中間期
自 H12．4． 1

至 H12．9．30

増　　減
１３年３月期
自 H12．4． 1

至 H13．3．31

 収 益        

売 上 高               ４８８,８００ ４４７,３０３ ４１,４９７ ９１０,６３４

退職給付目的信託への株式拠出益 － １２,５５６ △１２,５５６ １２,５５６

そ の 他               １,０５１ １,０３１ ２０ １,８８７

収 益 合 計               ４８９,８５１ ４６０,８９０ ２８,９６１ ９２５,０７７

 原 価 及 び 費 用        

売 上 原 価              ３８４,０１５ ３４３,３３８ ４０,６７７ ６９９,０７７

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              ８２,８７１ ８１,４８９ １,３８２ １６８,９４２

支 払 利 息              １,６５４ １,７３８ △ 　８４ ３,５１４

そ の 他              ５,２７４ ５,２３２ ４２ ９,８８０

原 価 及 び 費 用 合 計             ４７３,８１４ ４３１,７９７ ４２,０１７ ８８１,４１３

 法人税等及び持分法による
            投資損益前当期利益 １６,０３７ ２９,０９３ △１３,０５６ ４３,６６４

 法 人 税 等        

当 期 税 金              ８,３７７ ９,３７４ △ 　９９７ １２,４５９

繰 延 税 金              △　 １,９１８ ３,３７１ △　５,２８９ ５,８０９

法 人 税 等 合 計             ６,４５９ １２,７４５ △　６,２８６ １８,２６８

 持分法による投資損益前当期利益                ９,５７８ １６,３４８ △　６,７７０ ２５,３９６

 持分法による投資損益
(法人税等控除後) ８４ ８１ ３ ２１３

当 期 純 利 益              ９,６６２ １６,４２９ △　６,７６７ ２５,６０９



－8－

中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    資資資資    本本本本    勘勘勘勘    定定定定    増増増増    減減減減    表表表表
（単位：百万円）

科        目
１３年９月中間期

自 H13．4． 1

至 H13．9．30

１２年９月中間期
自 H12．4． 1

至 H12．9．30

増　　減

１３年３月期
自 H12．4． 1

至 H13．3．31

資 本 金            

期 首 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ － ２４,１６６

期 末 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ － ２４,１６６

資 本 準 備 金            

期 首 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ － ５０,４３８

期 末 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ － ５０,４３８

利 益 準 備 金            

期 首 残 高             

その他の利益剰余金からの振替額

６,４７６

４６

６,４４４

３２

３２

１４

６,４４４

３２

期 末 残 高             ６,５２２ ６,４７６ ４６ ６,４７６

そ の 他 の 利 益 剰 余 金            

期 首 残 高             

当 期 純 利 益             

現 金 配 当 支 払 額             

利 益 準 備 金 へ の 振 替 額             

１７６,５０３

９,６６２

△    ３,６５５

△         ４６

１５４,５８０

１６,４２９

△    ３,６５５

△         ３１

２１,９２３

△  ６,７６７

－

△       １５

１５４,５８０

２５,６０９

△    ３,６５５

△         ３１

期 末 残 高             １８２,４６４ １６７,３２３ １５,１４１ １７６,５０３

その他の包括利益（△損失）累計額

 売却可能有価証券未実現評価損益

期 首 残 高             

当 期 変 動 額             

△    １,４５１

８５７

９,６６６

△  １１,２２５

△１１,１１７

１２,０８２

９,６６６

△  １１,１１７

期 末 残 高             △       ５９４ △    １,５５９ ９６５ △    １,４５１

 デリバティブ未実現評価損益               

期 首 残 高             

当 期 変 動 額             

－

△       １４２

－

－

－

△     １４２

－

－

期 末 残 高             △       １４２ － △     １４２ －

 年 金 債 務 調 整 勘 定              

期 首 残 高             

当 期 変 動 額             

△    ８,７９３

－

△    ４,９４１

－

△  ３,８５２

－

△    ４,９４１

△    ３,８５２

期 末 残 高             △    ８,７９３ △    ４,９４１ △  ３,８５２ △    ８,７９３

 外 貨 換 算 調 整 勘 定              

期 首 残 高             

当 期 変 動 額             

△    １,３７４

△       ７２９

△    ３,２７０

△       ２６３

１,８９６

△  　 ４６６

△    ３,２７０

１,８９６

期 末 残 高             △    ２,１０３ △    ３,５３３ １,４３０ △    １,３７４

期 末 残 高             △  １１,６３２ △  １０,０３３ △  １,５９９ △  １１,６１８

資 本 合 計             ２５１,９５８ ２３８,３７０ １３,５８８ ２４５,９６５



－9－

中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

項        目
１３年９月中間期

自 H13．4． 1

至 H13．9．30

１２年９月中間期
自 H12．4． 1

至 H12．9．30

１３年３月期
自 H12．4． 1

至 H13．3．31

 営業活動からのキャッシュ・フロー：                 

   当 期 純 利 益            ９,６６２ １６,４２９ ２５,６０９

   調 整 項 目            ：

     減 価 償 却 費             １１,５６４ １１,５９７ ２３,７３４

     退職給付目的信託への株式拠出益 － △１２,５５６ △１２,５５６

     繰 延 税 金             △  １,９１８ ３,３７１ ５,８０９

     受取手形及び売掛金の増             △  ８,７８８ △１４,５３３ △１４,５３４

     棚 卸 資 産 の 増             △  ４,３７５ △  ６,１８５ △  ９,４０４

     支払手形及び買掛金の増             ９,０１０ ８,５５７ １０,０５２

     未 払 法 人 税 等 の 増           (△減) ２,５０３ １,８４９ △  ３,０４７

     そ の 他 ― 純 額             ２９ ４,８３９ １１,２２５

営業活動からの純キャッシュ増 １７,６８７ １３,３６８ ３６,８８８

 投資活動からのキャッシュ・フロー：

   有 形 固 定 資 産 の 取 得               △２３,１１１ △１３,０７４ △２６,６１７

   定 期 預 金 の           （△増)減 ４,７６９ ４,７８６ △  ５,７０７

   有価証券及びその他の投資有価証券の取得                     △  ４,０７０ △  ７,９７８ △１０,９３９

   有価証券及びその他の投資有価証券の売却                       ５,０３４   ４,１９０ １７,８７４

   そ の 他 の 投 資 の           （△増)減 △     ３８８ ８５ △     ３０１

   そ の 他 ― 純 額               １６０ １３７ △     ２３２

投資活動からの純キャッシュ減 △１７,６０６ △１１,８５４ △２５,９２２

 財務活動からのキャッシュ・フロー：                 

   現 金 配 当               △  ３,６５５ △  ３,６５５ △  ３,６５５

   短 期 借 入 金 の 減               △  ３,２８９ △  ２,２１２ △１６,３３０

   長 期 債 務 の 借 入               ６,７２７ １１,２８６ １０,３７８

   長 期 債 務 の 返 済               △  ６,１７１ △  ８,１０７ △  ６,８３３

財務活動からの純キャッシュ減 △  ６,３８８ △  ２,６８８ △１６,４４０

純 キ ャ ッ シ ュ 減               △  ６,３０７ △  １,１７４ △  ５,４７４

期 首 現 金 及 び 預 金 残 高               ６６,８３６ ７２,３１０ ７２,３１０

期 末 現 金 及 び 預 金 残 高               ６０,５２９ ７１,１３６ ６６,８３６

 補足情報：

   年間キャッシュ支払額

      支 払 利 息            １,６１５ １,７７０ ３,６５０

      法 人 税 等            ５,８７７ ７,５２８ １５,５３６

 キャッシュ・フローを伴わない投資活動                   

       退職給付目的信託への株式拠出額 － １８,４２６ １８,４２６
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連１．連１．連１．連    結結結結    範範範範    囲囲囲囲

（１）連結子会社数 １１８社

（２）非連結子会社   無

（３）主要会社名

Texas Farm, Inc.、日本ホワイトファーム㈱、日本スワイン農場㈱

静岡日本ハム㈱、日本フード㈱

（４）異動状況

（新規）   ６社 日本テクノアーク㈱ほか　 ５社

（除外）   ３社 日本ハム北海道販売㈱ほか ２社（解散）

２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項

連結子会社のうち、４社の中間決算日は６月３０日です。中間連結財務諸表の作成にあたって

は当該各社の事業年度に係る財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整を行っております。

３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用会社数  １３社

（２）主要会社名

南日本ハム㈱

（３）異動状況

（新規）    無

（除外）    無

（４）事業年度

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用しております。

４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約

（１）有価証券

　米国財務会計基準書第１１５号を適用しており、売却可能有価証券は公正価値で評価す

るとともに未実現保有損益は税効果控除後の金額を資本の内訳項目として独立掲記し、満

期保有目的有価証券は償却原価で評価しております。また、その他の投資は、取得原価又

は評価減後の価額で表示しております。

（２）棚卸資産

　棚卸資産は、平均法による原価又は時価のいずれか低い価額で表示しております。時価

は正味実現可能価額によっております。

（３）減価償却

　有形固定資産は取得原価で計上しており、減価償却は主として定率法によっております。

（４）退職金及び年金債務

　退職金及び年金制度に対して、米国財務会計基準書第８７号「雇用主の年金会計」を適

用しております。
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（５）法人税等

　米国財務会計基準書第１０９号を適用しており、繰延税金資産及び負債は、期末日現在

の実行税率を使用して、会計上と税務上との間の資産及び負債の一時的差異をもとに計算

しております。

（６）金融派生商品

　当中間期より、米国財務会計基準書第１３３号「金融派生商品とヘッジ取引の会計処理」

及び同基準書第１３８号「特定の金融派生商品と特定のヘッジ取引の会計処理－基準書第

１３３号の修正」を適用しており、すべての金融派生商品は公正価値で資産または負債と

して貸借対照表に計上しております。

（７）販売促進費

　当中間期より、米国発生問題専門委員会（ＥＩＴＦ）基準書第００－１４号「特定の販

売促進費に関する会計」及び同基準書第００－２５号「供給者の製品の購入または販売促

進に関連して供給者から小売業者に供与される報酬に関する会計」を適用しております。

　これらのＥＩＴＦ基準書適用の結果、従来に比べ「売上高」及び「販売費及び一般管理

費」はそれぞれ４,３３９百万円減少しておりますが、純利益への影響はありません。

１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容

項             目
１３年９月中間期

自 H13．4． 1
至 H13．9．30

１２年９月中間期
自 H12．4． 1
至 H12．9．30

１３年３月期
自 H12．4． 1
至 H13．3．31

百万円 百万円 百万円
純 利 益（分子）：
  当 期 純 利 益            ９,６６２ １６,４２９ ２５,６０９
  転 換 社 債 の 影 響            ５０ ５０ ９９
  転換を加味した当期純利益 ９,７１２ １６,４７９ ２５,７０８

千株 千株 千株

株 式 数（分母）
  基本的 1 株当たり純利益             
算定のための加重平均株式数

２２８,４４５ ２２８,４４５ ２２８,４４５

  転換社債の希薄化の影響             ４,９９２ ４,９９２ ４,９９２
  希薄化の１株当たり純利益             
算定のための平均株式数             

２３３,４３７ ２３３,４３７ ２３３,４３７
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セセセセ    ググググ    メメメメ    ンンンン    トトトト    情情情情    報報報報
１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販
売を行っており、当該事業の全セグメントに占める売上高の合計及び営業利益の合計額に占め
る割合が９０％を超えているため、１２年９月期中間期、１３年３月期及び１３年９月中間期
とも事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報

１３年９月中間期（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） （単位：百万円）

科           目 日 本    その他の
地 域    計 消 去    

又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            444,113 44,687 488,800      - 488,800
   (2) セグメント間の内部売上高            418 34,341 34,759  (34,759)      -
               計 444,531 79,028 523,559  (34,759) 488,800
     営 業 費 用       425,537 76,162 501,699  (34,813) 466,886
     営 業 利 益       18,994 2,866 21,860 54 21,914
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

１２年９月中間期（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日） （単位：百万円）

科           目 日 本    その他の
地 域    計 消 去    

又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            411,668 35,635 447,303 - 447,303
   (2) セグメント間の内部売上高            304 29,496 29,800  (29,800) -
               計 411,972 65,131 477,103  (29,800) 447,303
     営 業 費 用       392,395 62,230 454,625  (29,798) 424,827
     営 業 利 益       19,577 2,901 22,478  (     2) 22,476
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

１３年３月期（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （単位：百万円）

科           目 日 本    
その他の
地 域    計

消 去    
又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            838,748 71,886 910,634 - 910,634
   (2) セグメント間の内部売上高            457 59,858 60,315  (60,315) -
               計 839,205 131,744 970,949  (60,315) 910,634
     営 業 費 用       801,310 126,995 928,305  (60,286) 868,019
     営 業 利 益       37,895 4,749 42,644  (    29) 42,615
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

３．海３．海３．海３．海    外外外外    売売売売    上上上上    高高高高
海外売上高は１２年９月中間期、１３年３月期及び１３年９月中間期とも連結売上高の１０％
未満であるので記載を省略しております。



－13－

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    のののの    時時時時    価価価価    等等等等

売却可能有価証券については、米国会計基準に基づき、公正価値をもって貸借対照表に計上して

おります。

平成１３年９月中間期（平成１３年９月３０日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       
   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

15,538
7,376

4,169

2,324
40

–

△2,476
△　911

－

15,386
6,505

4,169

合      計 27,083 2,364 △3,387 26,060

平成１２年９月中間期（平成１２年９月３０日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       
   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

19,174
6,941

17,234

3,029
36

–

△4,773
△  296

0

17,430
6,681

17,234

合      計 43,349 3,065 △5,069 41,345

平成１３年３月期（平成１３年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       
   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

17,467
6,934

6,468

2,468
48

－

△3,956
△1,062

0

15,979
5,920

6,468

合      計 30,869 2,516 △5,018 28,367


